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既述のように 18 歳人口減少期である 1992 年以降は、全国的に見れば、同時に大学数・大学収
容数の増加やそれに伴う大学進学率の上昇が見られた。この 2 つのことを考慮に入れて、本稿で




次に確認するのは、県内進学率が増えたかどうかである。ここでも 18 歳人口（3 年前の中卒者
数）を基準としたものではなく、進学者数のうち県内に進学した学生の割合を見る。この県内進学
率は地方分散化を見る上で、重要な視点の 1 つであった。収容力の変化に伴って県内進学はどの













変化したかも重要である。第 3 節では、以上の 4 つの指標に着目し、その動向を県別に把握する。 
 第 4 節では、それらの指標とその変化にはどのような関係があったのかなかったのか、あったのな
らどの程度関係があったのかを明らかにする。18 歳人口減少期に大学進学及びそれに伴う地域移
動に何らかの傾向があったかどうかについて考察し、この期間の特徴から類型化を試みる。最後に
第 5 節では、分析結果をまとめ、今後の課題を述べる。 
 本稿で使用したデータは、『学校基本調査』の「出身高校の所在地県別入学者数」データである。
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1992 年度と 2006 年度の 2 時点をとって、収容力（県内収容数/進学者数）がどのように変化した
かを、表 1 に示した。これはあくまで進学者にとって県内にどれだけ進学機会があるかを示す指標
であることには、注意が必要である。平均は 0.74 から 0.77 と 0.03 ポイント上昇し、全国平均としては
収容力の上昇が見られた。最大は 2 時点ともに京都府で、2.23 から 2.22 にほぼ停滞であった。最







表 1 収容力の変化（1992 年度、2006 年度） 
  1992 年度 2006 年度  差   1992 年度 2006 年度  差  
北海道  1.08 0.96 -0.11 大阪府  1.13 1.21 0.08 
青森県  0.73 0.62 -0.12 兵庫県  0.86 0.95 0.10 
岩手県  0.57 0.51 -0.06 奈良県  0.78 0.72 -0.05 
宮城県  1.41 1.16 -0.25 和歌山県 0.26 0.34 0.08 
秋田県  0.47 0.49 0.02 鳥取県  0.50 0.55 0.05 
山形県  0.58 0.53 -0.05 島根県  0.41 0.46 0.05 
福島県  0.59 0.44 -0.15 岡山県  0.74 0.88 0.14 
茨城県  0.58 0.52 -0.06 広島県  0.79 0.86 0.07 
栃木県  0.45 0.49 0.04 山口県  0.68 0.69 0.01 
群馬県  0.46 0.64 0.17 徳島県  0.60 0.76 0.16 
埼玉県  1.26 1.12 -0.15 香川県  0.53 0.46 -0.07 
千葉県  0.99 1.04 0.05 愛媛県  0.52 0.54 0.02 
東京都  1.89 1.88 -0.01 高知県  0.53 0.59 0.06 
神奈川県  1.28 1.35 0.08 福岡県  1.26 1.13 -0.13 
新潟県  0.45 0.51 0.06 佐賀県  0.49 0.44 -0.05 
富山県  0.43 0.51 0.08 長崎県  0.44 0.65 0.22 
石川県  0.97 1.09 0.12 熊本県  0.94 0.88 -0.06 
福井県  0.59 0.49 -0.09 大分県  0.59 0.73 0.14 
山梨県  0.97 0.90 -0.07 宮崎県  0.55 0.52 -0.03 
長野県  0.34 0.35 0.01 鹿児島県 0.67 0.60 -0.07 
岐阜県  0.51 0.46 -0.05 沖縄県  0.81 0.72 -0.09 
静岡県  0.35 0.44 0.10 平均  0.74 0.77 0.03 
愛知県  1.00 1.15 0.15 最大  2.23 2.22 0.94 
三重県  0.43 0.38 -0.05 最小  0.26 0.34 -0.25 
滋賀県  0.32 1.26 0.94 標準偏差 0.40 0.38  
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京都府  2.23 2.22 -0.01     
いたのだが、一方でこの期間収容力が低下している県も 22 あったのである。最も上昇した県は滋賀















表 2 県内進学率の変化（1992 年度、2006 年度） 
 1992 年度 2006 年度  差   1992 年度 2006 年度  差  
北海道  0.69 0.72 0.04 大阪府  0.47 0.53 0.06 
青森県  0.26 0.33 0.08 兵庫県  0.35 0.45 0.10 
岩手県  0.21 0.24 0.03 奈良県  0.14 0.14 -0.00 
宮城県  0.52 0.57 0.04 和歌山県 0.05 0.10 0.05 
秋田県  0.22 0.23 0.00 鳥取県  0.14 0.14 0.00 
山形県  0.18 0.19 0.01 島根県  0.13 0.15 0.02 
福島県  0.17 0.20 0.02 岡山県  0.27 0.37 0.10 
茨城県  0.15 0.20 0.05 広島県  0.36 0.49 0.13 
栃木県  0.15 0.21 0.06 山口県  0.16 0.19 0.03 
群馬県  0.13 0.25 0.12 徳島県  0.23 0.32 0.09 
埼玉県  0.26 0.34 0.08 香川県  0.16 0.16 0.01 
千葉県  0.26 0.34 0.08 愛媛県  0.28 0.32 0.04 
東京都  0.57 0.61 0.04 高知県  0.13 0.17 0.04 
神奈川県  0.36 0.44 0.08 福岡県  0.60 0.63 0.03 
新潟県  0.19 0.32 0.13 佐賀県  0.12 0.13 0.01 
富山県  0.18 0.18 0.00 長崎県  0.19 0.33 0.15 
石川県  0.31 0.34 0.04 熊本県  0.42 0.48 0.06 
福井県  0.23 0.25 0.03 大分県  0.14 0.22 0.08 
山梨県  0.16 0.27 0.11 宮崎県  0.20 0.23 0.04 
長野県  0.06 0.16 0.10 鹿児島県 0.33 0.38 0.05 
岐阜県  0.14 0.18 0.03 沖縄県  0.60 0.58 -0.02 
静岡県  0.12 0.25 0.13 平均  0.26 0.32 0.06 
愛知県  0.56 0.70 0.14 最大  0.69 0.72 0.15 
三重県  0.16 0.19 0.03 最小  0.05 0.10 -0.02 
滋賀県  0.05 0.20 0.15 標準偏差 0.16 0.16  
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学率」に分け、それぞれの変化も同時に表 3 に示した。 
県外進学率の平均は、0.74 から 0.68 に低下した。合わせて構造的県外進学率も純粋県外進学
率も平均でそれぞれ 0.33 から 0.31、0.41 から 0.38 へと低下した。既に述べたとおり、1992 年度お










表 3 県外進学率の変化（1992 年度、2006 年度） 
 1992 年度  2006 年度  差   1992 年度 2006 年度  差  
県外  0.31 0.28 -0.04 県外 0.53 0.47 -0.06 
構造  0.00 0.04 0.04 構造 0.00 0.00 0.00 北海道  
純粋  0.31 0.24 -0.07 
大阪府
純粋 0.53 0.47 -0.06 
県外  0.74 0.67 -0.08 県外 0.65 0.55 -0.10 
構造  0.27 0.38 0.12 構造 0.14 0.05 -0.10 青森県  
純粋  0.48 0.28 -0.19 
兵庫県
純粋 0.50 0.50 0.00 
県外  0.79 0.76 -0.03 県外 0.86 0.86 0.00 
構造  0.43 0.49 0.06 構造 0.22 0.28 0.05 岩手県  
純粋  0.36 0.27 -0.09 
奈良県
純粋 0.63 0.58 -0.05 
県外  0.48 0.43 -0.04 県外 0.95 0.90 -0.05 
構造  0.00 0.00 0.00 構造 0.74 0.66 -0.08 宮城県  
純粋  0.48 0.43 -0.04 
和歌山県
純粋 0.21 0.23 0.03 
県外  0.78 0.77 0.00 県外 0.86 0.86 0.00 
構造  0.53 0.51 -0.02 構造 0.50 0.45 -0.05 秋田県  
純粋  0.24 0.26 0.02 
鳥取県
純粋 0.35 0.41 0.05 
県外  0.82 0.81 -0.01 県外 0.87 0.85 -0.02 
構造  0.42 0.47 0.05 構造 0.59 0.54 -0.05 山形県  
純粋  0.41 0.35 -0.06 
島根県
純粋 0.28 0.32 0.03 
県外  0.83 0.80 -0.02 県外 0.73 0.63 -0.10 
構造  0.41 0.56 0.15 構造 0.26 0.12 -0.14 福島県  
純粋  0.42 0.24 -0.17 
岡山県
純粋 0.47 0.51 0.04 
茨城県  県外  0.85 0.80 -0.05 広島県 県外 0.64 0.51 -0.13 
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構造  0.42 0.48 0.06 構造 0.21 0.14 -0.07 
純粋  0.43 0.32 -0.11 純粋 0.43 0.37 -0.06 
県外  0.85 0.79 -0.06 県外 0.84 0.81 -0.03 
構造  0.55 0.51 -0.04 構造 0.32 0.31 -0.01 栃木県  
純粋  0.30 0.28 -0.02 
山口県
純粋 0.52 0.49 -0.03 
県外  0.87 0.75 -0.12 県外 0.77 0.68 -0.09 
構造  0.54 0.36 -0.17 構造 0.40 0.24 -0.16 群馬県  
純粋  0.34 0.39 0.05 
徳島県
純粋 0.38 0.44 0.06 
県外  0.74 0.66 -0.08 県外 0.84 0.84 -0.01 
構造  0.00 0.00 0.00 構造 0.47 0.54 0.07 埼玉県  
純粋  0.74 0.66 -0.08 
香川県
純粋 0.37 0.29 -0.08 
県外  0.74 0.66 -0.08 県外 0.72 0.68 -0.04 
構造  0.01 0.00 -0.01 構造 0.48 0.46 -0.02 千葉県  
純粋  0.74 0.66 -0.08 
愛媛県
純粋 0.24 0.22 -0.02 
県外  0.43 0.39 -0.04 県外 0.87 0.83 -0.04 
構造  0.00 0.00 0.00 構造 0.47 0.41 -0.06 東京都  
純粋  0.43 0.39 -0.04 
高知県
純粋 0.40 0.42 0.02 
県外  0.64 0.56 -0.08 県外 0.40 0.37 -0.03 
構造  0.00 0.00 0.00 構造 0.00 0.00 0.00 神奈川県  
純粋  0.64 0.56 -0.08 
福岡県
純粋 0.40 0.37 -0.03 
県外  0.81 0.68 -0.13 県外 0.88 0.87 -0.01 
構造  0.55 0.49 -0.06 構造 0.51 0.56 0.05 新潟県  
純粋  0.26 0.19 -0.06 
佐賀県
純粋 0.37 0.31 -0.06 
県外  0.82 0.82 0.00 県外 0.81 0.67 -0.15 
構造  0.57 0.49 -0.08 構造 0.56 0.35 -0.22 富山県  
純粋  0.24 0.32 0.08 
長崎県
純粋 0.25 0.32 0.07 
県外  0.69 0.66 -0.04 県外 0.58 0.52 -0.06 
構造  0.03 0.00 -0.03 構造 0.06 0.12 0.06 石川県  
純粋  0.66 0.66 0.00 
熊本県
純粋 0.51 0.39 -0.12 
県外  0.77 0.75 -0.03 県外 0.86 0.78 -0.08 
構造  0.41 0.51 0.09 構造 0.41 0.27 -0.14 福井県  
純粋  0.36 0.24 -0.12 
大分県
純粋 0.45 0.51 0.06 
県外  0.84 0.73 -0.11 県外 0.80 0.77 -0.04 
構造  0.03 0.10 0.07 構造 0.45 0.48 0.03 山梨県  
純粋  0.80 0.63 -0.17 
宮崎県
純粋 0.35 0.28 -0.07 
県外  0.94 0.84 -0.10 県外 0.67 0.62 -0.05 
構造  0.66 0.65 -0.01 構造 0.33 0.40 0.07 長野県  
純粋  0.28 0.19 -0.09 
鹿児島県
純粋 0.35 0.22 -0.12 
県外  0.86 0.82 -0.03 県外 0.40 0.42 0.02 
構造  0.49 0.54 0.05 構造 0.19 0.28 0.09 岐阜県  
純粋  0.37 0.28 -0.08 
沖縄県
純粋 0.21 0.14 -0.07 
県外  0.88 0.75 -0.13 県外 0.74 0.68 -0.06 
構造  0.65 0.56 -0.10 構造 0.33 0.31 -0.02 静岡県  
純粋  0.23 0.19 -0.03 
平均  
純粋 0.41 0.38 -0.03 
県外  0.44 0.30 -0.14 県外 0.95 0.90 0.02 
構造  0.00 0.00 0.00 構造 0.74 0.66 0.15 愛知県  
純粋  0.44 0.30 -0.14 
最大  
純粋 0.80 0.80 0.53 
県外  0.84 0.81 -0.03 県外 0.31 0.28 -0.15 
構造  0.57 0.62 0.05 構造 0.00 0.00 -0.68 三重県  
純粋  0.27 0.20 -0.08 
最小  
純粋 0.21 0.14 -0.19 
県外  0.95 0.80 -0.15 県外 0.16 0.16 
構造  0.68 0.00 -0.68 構造 0.23 0.23 滋賀県  
純粋  0.26 0.80 0.53 
標準偏差
純粋 0.14 0.15 
 
県外  0.54 0.52 -0.01     
構造  0.00 0.00 0.00     京都府  
純粋  0.54 0.52 -0.01 
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当然といえば当然であるが、構造的県外進学率も同様に増えた県も減った県もあった。先の県内
進学率の 2 時点間の差の裏返しである県外進学率の 2 時点間の差が大きいと見るか小さいと見る
かの判断は難しいが（最大は沖縄県の 0.02、最小は滋賀県の-0.15）、構造的県外進学率の 2 時
点間の差のほうは最大が福島県の 0.15、最小が滋賀県の-0.68 と県間の差が非常に大きく出てい
る。この期間、構造的県外進学率が上昇した県は 17 県もあったこともまた、重要な事実である。 
 
3.4. 進学先の変化 
表 4 は各県の県外への進学先のうち第 1 位の県と、その県への進学率を示したものである。平均
は 0.22 から 0.21 へとわずかに減ったが、進学者の 5 人に 1 人は東京都・愛知県・京都府・大阪府
などの大都市および宮城県・広島県・福岡県などの地方の政令指定都市を持つ県へ移動している。
1970 年代前半よりは随分減少したのであろうが、平均で見た場合大都市への移動についてはこの
期間はあまり変わっていない。最大は 1992 年度には神奈川県で 0.47、2006 年度には岐阜県で
0.47 であり、これらの県では進学者の 2 人に 1 人は大都市を持つ隣県へ移動していることになる。
最小は 2 時点ともに愛知県で、0.07 から 0.06 へとわずかに減少した。これによってレンジや標準偏
差はほとんど変わらなかった。 
また、1992 年度と 2006 年度の 2 時点において、進学先第 1 位が変わっているのは山形県・福
井県・愛媛県の 3 つだけであった。それらの県では、地理的に近い県への移動が増えたといってよ
い。そうした進学先が変わった県も含め、進学先第 1 位の県への進学率が減少した県は 31 県であ
った。一方で、増えた県も 16 県あった。つまり、県内進学率は奈良県・沖縄県以外の県で増えてい 
 
表 4 他県の進学先第 1 位と進学率（1992 年度、2006 年度） 
 1992 年度  2006 年度   1992 年度  2006 年度  
北海道  東京都（0.10） 東京都（0.09） 大阪府  京都府（0.18） 京都府（0.16） 
青森県  東京都（0.17） 東京都（0.13） 兵庫県  大阪府（0.27） 大阪府（0.24） 
岩手県  宮城県（0.16） 宮城県（0.13） 奈良県  大阪府（0.37） 大阪府（0.39） 
宮城県  東京都（0.13） 東京都（0.11） 和歌山県 大阪府（0.37） 大阪府（0.39） 
秋田県  東京都（0.17） 東京都（0.15） 鳥取県  大阪府（0.12） 大阪府（0.13） 
山形県  東京都（0.17） 宮城県（0.18） 島根県  広島県（0.12） 広島県（0.15） 
福島県  東京都（0.23） 東京都（0.22） 岡山県  大阪府（0.10） 大阪府（0.09） 
茨城県  東京都（0.30） 東京都（0.30） 広島県  東京都（0.09） 東京都（0.07） 
栃木県  東京都（0.26） 東京都（0.27） 山口県  福岡県（0.18） 福岡県（0.17） 
群馬県  東京都（0.31） 東京都（0.26） 徳島県  大阪府（0.12） 大阪府（0.11） 
埼玉県  東京都（0.44） 東京都（0.45） 香川県  大阪府（0.12） 大阪府（0.14） 
千葉県  東京都（0.38） 東京都（0.40） 愛媛県  東京都（0.09） 大阪府（0.08） 
東京都  神奈川県（0.16） 神奈川県（0.16） 高知県  東京都（0.15） 東京都（0.12） 
神奈川県  東京都（0.47） 東京都（0.46） 福岡県  東京都（0.07） 東京都（0.06） 
新潟県  東京都（0.25） 東京都（0.21） 佐賀県  福岡県（0.40） 福岡県（0.38） 
富山県  東京都（0.14） 東京都（0.15） 長崎県  福岡県（0.27） 福岡県（0.21） 
石川県  東京都（0.13） 東京都（0.10） 熊本県  福岡県（0.19） 福岡県（0.15） 
福井県  大阪府（0.11） 京都府（0.10） 大分県  福岡県（0.27） 福岡県（0.25） 
山梨県  東京都（0.33） 東京都（0.33） 宮崎県  福岡県（0.17） 福岡県（0.18） 
長野県  東京都（0.30） 東京都（0.24） 鹿児島県 福岡県（0.18） 福岡県（0.16） 
岐阜県  愛知県（0.37） 愛知県（0.47） 沖縄県  東京都（0.08） 東京都（0.08） 
静岡県  東京都（0.22） 東京都（0.19） 平均  0.22  0.21  
愛知県  東京都（0.07） 東京都（0.06） 最大  0.47 0.47 
三重県  愛知県（0.30） 愛知県（0.35） 最小  0.07 0.06 
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滋賀県  京都府（0.29） 京都府（0.34） 標準偏差 0.10 0.11 






4. 1990 年代以降の諸特徴 
 









































収容 92 1            
収容 06 0.97  1           
収容差  -0.26  -0.01  1          
県内 92 0.73  0.70  -0.25  1         
県内 06 0.70  0.70  -0.10  0.97 1        
県内差  -0.06  0.07  0.52  -0.05 0.22 1       
構造 92 -0.86  -0.82  0.26  -0.78 -0.78 -0.05 1      
構造 06 -0.82  -0.85  -0.02  -0.74 -0.79 -0.24 0.94 1     
構造差  0.17  -0.03  -0.81  0.18 0.04 -0.53 -0.25 0.09 1    
移動 92 -0.03  -0.03  0.02  -0.43 -0.37 0.18 0.07 0.08 0.01 1   
移動 06 -0.05  -0.06  -0.05  -0.43 -0.41 0.06 0.09 0.12 0.08 0.97  1  
移動差  -0.08  -0.16  -0.27  -0.15 -0.26 -0.45 0.07 0.18 0.32 0.18  0.41  1
注） 収容 92…1992 年度収容力 構造 92…1992 年度構造的県外進学率 
 収容 06…2006 年度収容力 構造 06…2006 年度構造的県外進学率 
 収容差…2 時点間の収容力の差 構造差…2 時点間の構造的県外進学率の差 
 県内 92…1992 年度県内進学率 移動 92…1992 年度県外進学先 1 位への進学率 
 県内 06…2006 年度県内進学率 移動 06…2006 年度県外進学先 1 位への進学率 
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 県内差…2 時点間の県内進学率の差 移動差…2時点間の県外進学先 1位への進学率の差
続いて県内進学率の変化についてであるが、1992 年度の県内進学率の高さとの相関は-0.05 と




かがえた。県外進学先 1 位への進学率の変化との相関は 0.32 で、弱い正の相関がある。ばらつき
は大きく、地域的その他何らかの要因が隠れているものと思われる。 
最後に、収容力・県内進学率・構造的県外進学率・県外進学先 1 位への進学率の 4 指標にお






年度に収容力が高い県は 2006 年度でも収容力が高く、1992 年度に大都市への進学率が高い県
は 2006 年度でもやはり高い、といった具合である。秋永・島（1995）では、1991 年度にかけて地方
分散化は一定の効果を持ったと結論付けられていたが、それ以降現在までその地域構造はほとん
ど変化しなかったということになる。 









県である。このパターンには 11 県が含まれる。3 つ目のパターンは、大都市型とでも呼ぶべきパター
ンで、収容力は上がったところも下がったところもあったのだが、構造的県外進学率は 2 時点ともに 
 
表 6 1992-2006 年度の変化による類型化 




















パターン 5 収容↑、構造↓、移動↑ 富山県、鳥取県、島根県 
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(3) 
0 で、他県大都市への移動も減少した県である。このパターンには 8 県が含まれる。そして、ここまで
のパターンは大都市への移動が相対的に減少していた点で共通している。 
4 つ目のパターンは収容力が下がるとともに構造的県外進学率も上がり、大都市への移動が増










本稿は 1992 年度以降の 18 歳人口減少期に、大学進学に伴う地域移動がどういった動きを見せ
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